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 Delivery period : From 1 January, 2027

through 31 December, 2027

 Delivery place : The place specified by

President of Kyushu Institute of Technol‑

ogy

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 7 of the Regula‑

tion concerning the Contract for Kyushu

Institute of Technology Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Kyushu・Okinawa area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy,

Ｃ meet the qualification requirements

which President, Kyushu Institute of

Technology may specify in accordance

with Article 8 of the Regulation,

Ｄ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sales service and

maintenance for the procured products,

Ｅ Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO2,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President,

Kyushu Institute of Technology.

 Time limit of tender : 17 : 00 24 Septem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : MIHARA

Aoi, Procurement Section, Accounting Di‑

vision, Kyushu Institute of Technology, 1
1 Sensui‑cho Tobata‑ku Kitakyushu‑shi

8048550 Japan, TEL 0938843029,
E‑mail : ac-kikaku@jimu.kyutech.ac.jp
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入札公告の変更
令和８年７月 31 日
支出負担行為担当官
衆議院庶務部副部長
庶務部会計課長事務取扱 元尾 竜一

◎調達機関番号 001 ◎所在地番号 13
〇第 35 号
１ 掲載日 令和８年７月２日（号外政府調達第
121号）
２ 変更内容 １ページ２段目１中「令和９年
２月１日から令和12年11月30日までの間。」を
「令和９年２月１日から令和13年１月31日まで
の間。」に、４段目６中「From 1 February

2027 to 30 November 2030」を「From 1 Feb‑
ruary 2027 to 31 January 2031」に変更します。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
令和８年７月 31 日

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁調達事業部
総括装備調達官 浅見 智宏

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
〇第 35 号
１ 掲載日 令和８年６月24日（号外政府調達第
115号）
２ 訂正内容
 10ページ４段目13行目～14行目「１、
 「物品の製造」のＡ，Ｂ，Ｃ又はＤ」を
「１ 「物品の製造」のＡ、Ｂ、Ｃ又は
Ｄ １ 「物品の製造」又は「物品の販
売」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ」に訂正します。
 11ページ２段目27行目から28行目「，
 A, B, C or D in the Manufacture」を
「 A, B, C or D in the Manufacture

 A, B, C or D in the Manufacture or

Sale」に訂正します。

入札公告の訂正
次のとおり訂正いたします。
令和８年７月 31 日
契約担当役
国立研究開発法人物質・材料研究機構

財務部門長 伊藤 嘉規

◎調達機関番号 802 ◎所在地番号 08
〇第１号
１ 掲載日 令和８年７月８日（号外政府調達第
125号）
２ 訂正内容 13ページ３段落目、国立研究開発
法人物質・材料研究機構の入札公告第11号中、
１の中、「令和９年３月31日」を「令和９年６
月30日」に、５の中、「31, March, 2027」を
「30, June, 2027」に訂正します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年７月 31 日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 齋藤 博之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ８大阪湾岸道路西伸部六甲アイ
ランド第四高架橋鋼上部工事（電子入札対象
案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 兵庫県神戸市東灘区向洋町西地
先
 工事内容 工事延長 Ｌ＝3345ｍ 鋼５
径間連続細幅箱桁橋 Ｌ＝3345ｍ（最大支
間長760ｍ）、鋼橋上部 工場製作工１式、
鋼橋架設工（トラッククレーン架設）１式、
床版工（合成床版）１式、仮設工１式
 工期 契約締結日の翌日から令和12年２月
23日までの期間の中で落札者が設定した実工
事期間。
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
2600、鋼材（鉄筋含む）約3308ｔ、合成
床版 約9000
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。

 総価契約単価合意方式の適用
１）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
２）本方式の実施方式としては、
イ）単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。下記ロ）
において同じ。）のそれぞれを算出した上
で、当該単価について合意する方式）
ロ）包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）
があり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、上記１）の協議の開
始の日から14日以内に協議が整わないとき
は、包括的単価個別合意方式を適用するも
のとする。
３）受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。

 本工事は、受注者の発案による施工手順の
工夫等の創意工夫による生産性向上の取組を
推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対
象工事である。

 本工事においては、中間前金払に代わり、
既済部分払を選択した場合には、短い間隔で
出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施
する「出来高部分払方式」を採用する。
ただし、落札者が設定した実工期期間に
よっては、「出来高部分払方式」を採用しない。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムによりがたいもの
は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代える
ものとする。
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